









































































































取得相続財産価額 2億円 1億円 3億円
ケース 2
相続人C 相続人D 合　計


















相続人A…2 億5,800万円× 1 / 2
＝ 1 億2,900万円
相続人B…2 億5,800万円× 1 / 2
＝ 1 億2,900万円
相続人C…4 億5,800万円× 1 / 2
＝ 2 億2,900万円










相続人A…6,920万円× 2 億円 / 3
億円≒4,613万円
相続人B…6,920万円× 1 億円 / 3
億円≒2,307万円
相続人C…1 億5,210万円× 4 億円
/ 5 億円＝ 1億2,168万円












　このうち①について、上記 1 の計算例でいえば、ケース 1 の相続人 B

















































































































































































































































































〔純資産価額×（ 1− L）＋類似業種比準価額× L〕＋収益還元価額
2






































368　　早法 95 巻 3 号（2020）
【表 2 】小規模宅地等の減額割合と適用限度面積
事業用宅地等 居住用宅地等
減額割合 限度面積 減額割合 限度面積
昭和50年 20％ 200㎡ 20％ 200㎡
昭和58年 40％ 200㎡ 30％ 200㎡
昭和63年 60％ 200㎡ 50％ 200㎡
平成 4年 70％ 200㎡ 60％ 200㎡











































































































































































































































































































た、平成20年 5 月 8 日の参議院経済産業委員会においても同様の附帯決議がなさ
れている。
376　　早法 95 巻 3 号（2020）
【表 4 】非上場株式に係る納税猶予制度（特例措置）の概要
非上場株式の贈与税の納税猶予制度 非上場株式の相続税の納税猶予制度













































































































そのうち 3分の 2に当たる 1億円が納税猶予対象株式であるが、納税猶予






そ の 他 の 財 産 50,000,000円 150,000,000円 150,000,000円
課 税 価 格 150,000,000円 150,000,000円 300,000,000円
相 続 税 の 総 額 69,200,000円
相 続 税 額 34,600,000円 34,600,000円 69,200,000円
内訳
納 付 税 額 19,680,000円 34,600,000円 54,280,000円





























　　・子A……3,490万円×5,500万円 / 2 億500万円≒936万円














































































非事業承継者（子B） 納付相続税額 34,600,000円 26,860,000円
　このような結果をどうように評価するかはさまざまであろうが、両制度
を同じ事業承継税制という枠内に置くのであれば、相互の均衡を図るべき
である。税額の差異のほか、非上場株式の納税猶予における「事業継続期
間」が 5年間であるのに対し、小規模宅地等の特例におけるそれが10か月
間であることを考慮すれば、両制度の差異は見かけ以上に大きいといわな
ければならない。
おわりに
　現行の制度における事業承継税制とよばれるものについて、いくつかを
取り上げて検討したが、事業の承継者を支援するという政策目的は共通し
ているとしても、制度間で大きな違いが生じている。税制の中立性という
観点からは、どのような事業であっても、平等に取り扱われるべきであ
り、統一した理念をもって制度を構築する必要があると考えられる。
　そして、現行の制度がちぐはぐなものとなっている最大の原因は、現行
事業承継税制の諸問題（小池）　　383
の相続税の課税方式にあると考えられる。富の再分配を目的とする相続税
については、同額の遺産を取得した者は同額の税を負担するという基本的
な視点が重要であることを指摘しておきたい。
〔付記〕私は税理士であり、日頃は中小企業の税務、会計、経営を指導して
いる実務家です。首藤先生とは、10年ほど前に日本税理士会連合会や日本税
務研究センターの研究会でお会いし、その関係でご紹介をいただき大学院法
務研究科で非常勤の講師を務めています。
　首藤先生が租税法の分野で博識であることはいうまでもありませんが、先
生とお話をしていると、研究者としてのみならず、実務の面でも深い見識を
示されます。このため、私のような実務家にとって先生のご意見が貴重であ
り、租税法に関する理論と実務の両面から勉強をさせていただきました。先
生からのご教授に感謝し、今後も実務家の立場で租税法のあり方を研究して
いきたいと思います。あらためて首藤先生にお礼を申し上げます。
